
費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 豊野

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 3,933,163 千円

年 効 用 ② 245,239 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 53,217 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３８ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 4,547,890 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ２３，５７４ 用水改良やほ場の排水改良に
の増加 よる転作作物の面積拡大や単

収の増加
対象作物：水稲、小麦、大豆
小豆、ﾊｸｻｲ、ﾀﾏﾈｷﾞ

営農経費の節減 営農経費節減効果 ７２，６５８ ほ場の区画整理や排水改良に
よる労働時間及び機械稼働時
間の短縮に伴う経費削減
対象作物：水稲、小麦、大豆
小豆、ﾊｸｻｲ、ﾀﾏﾈｷﾞ

維持管理費節減効果 ６７，２６８ 用水系統の見直しや用排水施
設、耕作道の改修に伴う維持
管理費の節減
対象施設：揚水機場、用水
路、排水路、耕作道

施設更新による 更新効果 ８１，７３９ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持

計 ２４５，２３９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 中篠津中２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 3,673,790 千円

年 効 用 ② 273,594 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 9,261 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４１ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６３９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 4,272,335 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ２７，３８２ 用水改良やほ場の排水改良に
の増加 よる転作作物の面積拡大や単

収の増加
対象作物：水稲、小麦、大豆
小豆、ﾊｸｻｲ、ﾀﾏﾈｷﾞ

営農経費の節減 営農経費節減効果 １２５，３３４ ほ場の区画整理や用排水施設
の改良による労働時間及び機
械稼働時間の短縮に伴う経費
削減
対象作物：水稲、小麦、大豆
小豆、ﾊｸｻｲ、ﾀﾏﾈｷﾞ

維持管理費節減効果 ６１，６７６ 用排水施設、耕作道の改修に
伴う維持管理費の節減
対象施設：用水路、排水路、
耕作道

施設更新による 更新効果 ５９，２０２ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持

計 ２７３，５９４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 篠津幹線南２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 1,711,500 千円

年 効 用 ② 187,289 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 234,049 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３８ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６５４
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 2,629,697 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ２４，８７７ 用水改良やほ場の排水改良に
の増加 よる転作作物の面積拡大や単

収の増加
対象作物：水稲、小麦、大豆
小豆、ﾊｸｻｲ、ﾀﾏﾈｷﾞ

営農経費の節減 営農経費節減効果 ２１，３６３ ほ場の区画整理や用排水施設
の改良による労働時間及び機
械稼働時間の短縮に伴う経費
削減
対象作物：水稲、小麦、大豆
小豆、ﾊｸｻｲ、ﾀﾏﾈｷﾞ

維持管理費節減効果 ９４，１０９ 用排水施設の改修に伴う維持
管理費の節減
対象施設：用水路、排水路

施設更新による 更新効果 ４６，９４０ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持

計 １８７，２８９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 柏木大成

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 756,000 千円

年 効 用 ② 52,173 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 17,656 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４６ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４９５
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 1,036,344 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 １１，８４３ 用水改良やほ場の排水改良に
の増加 よる転作作物の面積拡大や単

収の増加
対象作物：水稲、牧草、馬鈴
薯（食）、ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ、ｱｽﾊﾟﾗ

営農経費の節減 営農経費節減効果 ２０，５０６ ほ場の区画整理や排水改良に
よる労働時間及び機械稼働時
間の短縮に伴う経費削減
対象作物：水稲、牧草、馬鈴
薯（食）、ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ、ｱｽﾊﾟﾗ

維持管理費節減効果 ３，３１４ 用排水施設、耕作道の改修に
伴う維持管理費の節減
対象施設：用水路、排水路、
耕作道、農道

施設更新による 更新効果 １６，５１０ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持

計 ５２，１７３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 常福

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 2,310,000 千円

年 効 用 ② 168,677 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 19,980 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 3,174,660 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ８，３２３ 用水改良やほ場の排水改良に
の増加 よる転作作物の面積拡大や単

収の増加
対象作物：水稲、小麦、馬鈴
薯、大豆小豆、ｶﾎﾞﾁｬ、ﾒﾛﾝ

営農経費の節減 営農経費節減効果 ８１，３００ ほ場の区画整理や排水改良に
よる労働時間及び機械稼働時
間の短縮に伴う経費削減
対象作物：水稲、小麦、馬鈴
薯、大豆小豆、ｶﾎﾞﾁｬ、ﾒﾛﾝ

維持管理費節減効果 ３４，４２１ 用水系統の見直しや用排水施
設、耕作道の改修に伴う維持
管理費の節減
対象施設：頭首工、用水路、
排水路、耕作道

施設更新による 更新効果 ４４，６３３ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持

計 １６８，６７７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 一已南２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 2,142,000 千円

年 効 用 ② 161,435 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 130,259 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４２ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６３５
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 2,412,024 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 １９，８１８ 用水改良やほ場の排水改良に
の増加 よる転作作物の面積拡大や単

収の増加
対象作物：水稲、小麦、大
豆、ﾅｶﾞﾈｷﾞ、ﾒﾛﾝ

営農経費の節減 営農経費節減効果 ２４，８７６ ほ場の区画整理や排水改良に
よる労働時間及び機械稼働時
間の短縮に伴う経費削減
対象作物：水稲、小麦、大
豆、ﾅｶﾞﾈｷﾞ、ﾒﾛﾝ

維持管理費節減効果 ３５，１１５ 用排水施設の改修に伴う維持
管理費の節減
対象施設：用水路、排水路

施設更新による 更新効果 ８１，６２６ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持

計 １６１，４３５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 多度志西２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 4,261,313 千円

年 効 用 ② 370,609 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 121,773 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４１ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６３９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 5,678,055 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量の増 作物生産効 ３６，３７４ 用水改良やほ場の排水改良による
加 果 転作作物の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、小麦、小豆、大
豆、ﾒﾛﾝ

営農経費の節減 営農経費節 ８９，３３８ ほ場の区画整理や用排水の改良に
減効果 よる労働時間及び機械稼働時間の

短縮に伴う経費削減
対象作物：水稲、小麦、小豆、大
豆、ﾒﾛﾝ

維持管理費 １４２，９０９ 用水系統の見直しに伴う施設の改
節減効果 修及び耕作道の改修に伴う維持管

理費の節減
対象施設：揚水機場、頭首工、貯
水池、用水路、排水路、耕作道

施設更新による従前 更新効果 １０１，９８８ 老朽化した施設の更新による従前
の農業生産の維持 の農業生産の維持

計 ３７０，６０９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 多度志東２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 2,016,931 千円

年 効 用 ② 156,853 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 43,221 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４１ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６３９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 2,411,443 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ３１，４６６ 用水改良やほ場の排水改良に
の増加 よる転作作物の面積拡大や単

収の増加
対象作物：水稲、小麦、小
豆、大豆、ﾒﾛﾝ

営農経費の節減 営農経費節減効果 ６３，６５６ ほ場の区画整理や用排水の改
良による労働時間及び機械稼
働時間の短縮に伴う経費削減
対象作物：水稲、小麦、小
豆、大豆、ﾒﾛﾝ

維持管理費節減効果 ３２，７４９ 用排水施設、耕作道の改修に
伴う維持管理費の節減
対象施設：用水路、排水路、
耕作道

施設更新による 更新効果 ２８，９８２ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持

計 １５６，８５３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 豊里北

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 2,520,000 千円

年 効 用 ② 204,763 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 218,946 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４０ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 3,711,246 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．４７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 １９，３２１ 用水改良やほ場の排水改良によ
の増加 る転作作物の面積拡大や単収の

増加
対象作物：水稲、小麦、大豆、
小豆、ｶﾎﾞﾁｬ、ﾒﾛﾝ

営農経費の節減 営農経費節減効果 ７１，３２８ ほ場の区画整理や排水改良によ
る労働時間及び機械稼働時間の
短縮に伴う経費削減
対象作物：水稲、小麦、大豆、
小豆、ｶﾎﾞﾁｬ、ﾒﾛﾝ

維持管理費節減効 ７９，６１５ 用水系統の見直しや用排水施
果 設、耕作道の改修に伴う維持管

理費の節減
対象施設：揚水機場、用水路、
排水路、耕作道

施設更新による 更新効果 ３４，４９９ 老朽化した施設の更新による従
従前の農業生産 前の農業生産の維持
の維持

計 ２０４，７６３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 夕張太北

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 1,921,500 千円

年 効 用 ② 164,517 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 98,019 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３６ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５４６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 2,915,113 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ２３，３５２ 用水改良やほ場の排水改良によ
の増加 る転作作物の面積拡大や単収の

増加
対象作物：水稲、小麦、大豆、
小豆、ｷｬﾍﾞﾂ、ﾅｶﾞﾈｷﾞ

営農経費の節減 営農経費節減効果 ９０，７３５ ほ場の区画整理や排水改良によ
る労働時間及び機械稼働時間の
短縮に伴う経費削減
対象作物：水稲、小麦、大豆、
小豆、ｷｬﾍﾞﾂ、ﾅｶﾞﾈｷﾞ

維持管理費節減効 ２４，０２５ 用水系統の見直しや用排水施
果 設、耕作道の改修に伴う維持管

理費の節減
対象施設：揚水機場、用水路、
排水路、耕作道

施設更新による 更新効果 ２６，４０５ 老朽化した施設の更新による従
従前の農業生産 前の農業生産の維持
の維持

計 １６４，５１７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 下岩内北

１．費用便益比の算定

備 考区 分 算 定 式 数 値

総 事 業 費 ① 3,080,685 千円

年 効 用 ② 189,047 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 107,004 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４０ 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２１
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 3,521,537 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１４

２．年効用の総括

項 目 年効果額 効果の内容
（千円）

農作物の生産量 作物生産 15,761 用水改良やほ場の排水改良による転作作物の面積拡大や単
の増加 効果 収の増加

対象作物：水稲、小麦、大豆、馬鈴薯

品質向上 527 農道の整備により、荷傷みによる農産物廃棄の低減、舗装
効果 に伴う粉塵害の防止

対象作物：水稲、小麦、大豆、馬鈴薯

営農経費の節減 営農経費 80,241 用水改良や排水改良による労働時間及び機械稼働時間の短
節減効果 縮に伴う経費削減

対象作物：水稲、小麦、大豆、馬鈴薯

11,429 用排水施設の改修に伴う維持管理費の節減維持管理費
対象施設：用水路、排水路、農道、耕作道節減効果

2,479 道路整備による農産物等の輸送にかかる経費の低減営農に係る走行
経費節減効果

更新効果 72,257 老朽化した施設の更新による従前の農業生産の維持施設更新による従前
の農業生産の維持

地域の生活環境 71 道路整備による一般交通にかかる経費の低減一般交通等
経費節減効果の保全・向上

安全性向 1,230 用水路の暗渠化による事故率の減少
上効果

公共施設 5,052 ダム整備に伴い整備された振替既設道路の維持管理節減や
保全効果 一般交通等経費節減、更新効果

計 189,047



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 長沼発祥第２

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 744,408 千円

年 効 用 ② 44,447 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 29,953 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４３ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５０４
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 851,932 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１４

２．年効用の総括

項 目 年効果額 効果の内容
（千円）

農作物の生産量の増 作物生産効 8,330 用水改良やほ場の排水改良による転作作物の
加 果 面積拡大や単収の増加

タマネギ対象作物：水稲、小麦、馬鈴薯、大豆、

営農経費の節減 営農経費節 4,467 用水改良や排水改良による労働時間及び機械
減効果 稼働時間の短縮に伴う経費削減

タマネギ対象作物：水稲、小麦、馬鈴薯、大豆、

維持管理費 6,442 用排水施設の改修に伴う維持管理費の節減
節減効果 対象施設：用水路、排水路

施設更新による従前 更新効果 22,357 老朽化した施設の更新による従前の農業生産
の農業生産の維持 の維持

地域の生活環境の保 生活環境整 574 用水路の暗渠化による事故率の減少
全・向上 備効果

公共施設保 2,277 ダム整備に伴い整備された振替既設道路の維
全効果 持管理節減や一般交通等経費節減、更新効果

計 44,447



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 幌内第２ ２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 2,743,871 千円

年 効 用 ② 203,818 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 95,520 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４２ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６３５
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 3,114,212 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量の増 作物生産効 ３４，６７８ 用水改良やほ場の排水改良による
加 果 転作作物の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、小麦、大豆、小
豆、ﾀﾏﾈｷﾞ、馬鈴薯、白菜

営農経費の節減 営農経費節 ７２，８１４ ほ場の区画整理や排水改良による
減効果 労働時間及び機械稼働時間の短縮

に伴う経費削減
対象作物：水稲、小麦、大豆、小
豆、ﾀﾏﾈｷﾞ、馬鈴薯、白菜

維持管理費 ３１，７５２ 用排水施設の改修に伴う維持管理
節減効果 費の節減

対象施設：用水路、排水路、農道

４，６４９ 道路整備による農産物等の輸送に営農に係る走行
かかる経費の低減経費節減効果

施設更新による従前 更新効果 ５９，９２５ 老朽化した施設の更新による従前
の農業生産の維持 の農業生産の維持

計 ２０３，８１８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 花月第１

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 5,280,456 千円

年 効 用 ② 349,96 千円1

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 192,56 千円2

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４５ 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ ０．０４９９
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 6,820,684 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２９

２．年効用の総括

項 目 年効果額 効果の内容
（千円）

農作物の生産量の増 作物生産効 41,447 用水改良やほ場の排水改良による転作作物の面積拡
加 果 大や単収の増加

水稲、小麦、ﾀﾏﾈｷﾞ、大根、ﾒﾛﾝ対象作物：

営農経費の節減 営農経費節 128,724 ほ場の区画整理や排水改良による労働時間及び機械
減効果 稼働時間の短縮に伴う経費削減

水稲、小麦、ﾀﾏﾈｷﾞ、大根、ﾒﾛﾝ対象作物：

維持管理費 84,949 用水系統の見直しや用排水施設、耕作道の改修に伴
節減効果 う維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、耕作道

施設更新による従前 更新効果 72,506 老朽化した施設の更新による従前の農業生産の維持
の農業生産の維持

地域の生活環境の保 生活環境整 220 用水路の暗渠化による事故率の減少
全・向上 備効果

公共施設保 4,959 ダム整備に伴い整備された振替既設道路の維持管理
全効果 節減や一般交通等経費節減、更新効果

河川流況安 15,678 ダム設置に伴う取水量の増加で河川への還元水が増
定効果 加することにより、河川流況が安定する

地域用水効 490 農業用水を防火用水施設に利用することにより設置
果 費節減

地域排水効 252 排水路整備による、農業施設及び公共施設への水害
果 の防止・軽減

水辺環境整 736 頭首工の附帯工として整備される魚道やダム周辺の
備効果 修景整備による効果

計 349,961



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 弥生第２ ２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 4,344,038 千円

年 効 用 ② 334,287 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 181,857 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４５ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６２４
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 5,175,306 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量の増 作物生産効 ４７，８３０ 用水改良やほ場の排水改良による
加 果 転作作物の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、小麦、ﾀﾏﾈｷﾞ、大
根、ﾒﾛﾝ

営農経費の節減 営農経費節 ９０，４６８ ほ場の区画整理や用排水の改良に
減効果 よる労働時間及び機械稼働時間の

短縮に伴う経費削減
対象作物：水稲、小麦、ﾀﾏﾈｷﾞ、大
根、ﾒﾛﾝ

維持管理費 １３６，１７５ 用水系統の見直しに伴う施設の改
節減効果 修及び耕作道の改修に伴う維持管

理費の節減
対象施設：用水路、排水路、農道

施設更新による従前 更新効果 ５９，８１４ 老朽化した施設の更新による従前
の農業生産の維持 の農業生産の維持

計 ３３４，２８７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 小藤９区

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 6,779,325 千円

年 効 用 ② 458,935 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 187,819 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４５ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４９９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 9,009,275 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３２

２．年効用の総括

項 目 年効果額 効果の内容
（千円）

農作物の生産量の 作物生産効 31,776 用水改良やほ場の排水改良による転作作物の面
増加 果 積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、小麦、大豆、小豆、ﾀﾞｲｺﾝ

営農経費の節減 営農経費節 86,802 ほ場の区画整理や排水改良による労働時間及び
減効果 機械稼働時間の短縮に伴う経費削減

対象作物：水稲、小麦、大豆、小豆、ﾀﾞｲｺﾝ

維持管理費 149,530 用水系統の見直しや用排水施設、耕作道の改修
節減効果 に伴う維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、耕作道

施設更新による従 更新効果 130,790 老朽化した施設の更新による従前の農業生産の
前の農業生産の維 維持
持

地域の生活環境の 地域洪水被 2,052 ダム整備に伴い、洪水被害の軽減
保全・向上 害軽減効果

公共施設保 9,376 ダム整備に伴い整備された振替既設道路の維持
全効果 管理節減や一般交通等経費節減、更新効果

河川流況安 48,609 ダム設置に伴う取水量の増加で河川への還元水
定効果 が増加することにより、河川流況が安定する

計 458,935



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 南竜

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 3,101,756 千円

年 効 用 ② 240,875 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 81,355 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４０ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 4,541,986 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．４６

２．年効用の総括

項 目 年効果額 効果の内容
（千円）

農作物の生産量の増 作物生産 27,483 用水改良やほ場の排水改良による転作作物の面
加 効果 積拡大や単収の増加

対象作物： ｶﾎﾞﾁｬ、ﾒﾛﾝ水稲、小麦、大豆、

営農経費の節減 営農経費 93,749 ほ場の区画整理や排水改良による労働時間及び
節減効果 機械稼働時間の短縮に伴う経費削減

対象作物： ｶﾎﾞﾁｬ、ﾒﾛﾝ水稲、小麦、大豆、

維持管理 30,871 用水系統の見直しや用排水施設、耕作道の改修
費節減効 に伴う維持管理費の節減
果 対象施設：用水路、排水路、耕作道

施設更新による従前 更新効果 65,552 老朽化した施設の更新による従前の農業生産の
の農業生産の維持 維持

地域の生活環境の保 公共施設 2,154 ダム整備に伴い整備された振替既設道路の維持
全・向上 保全効果 管理節減や一般交通等経費節減、更新効果

河川流況 19,834 ダム設置に伴う取水量の増加で河川への還元水
安定効果 が増加することにより、河川流況が安定する

地域用水 452 農業用水を防火用水施設に利用することにより
効果 設置費節減

水辺環境 780 頭首工の附帯工として整備される魚道やダム周
整備効果 辺の修景整備による効果

計 240,875



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 多寄東

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 1,386,000 千円

年 効 用 ② 101,851 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 186,763 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 1,702,866 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ３９，６５８ 用水改良やほ場の用排水施設の
の増加 改修による転作作物の面積拡大

や単収の増加
対象作物：水稲、小麦、大豆、
小豆、甜菜、馬鈴薯、ﾀﾏﾈｷﾞ

営農経費の節減 営農経費節減効果 ３２，９９５ ほ場の区画整理や用排水施設の
改修による労働時間及び機械稼
働時間の短縮に伴う経費削減
対象作物：水稲、小麦、大豆、
小豆、甜菜、馬鈴薯、ﾀﾏﾈｷﾞ

維持管理費節減効 ３，４８４ 用排水施設、耕作道の改修に伴
果 う維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、耕
作道

施設更新による 更新効果 ２５，７１４ 老朽化した施設の更新による従
従前の農業生産 前の農業生産の維持
の維持

計 １０１，８５１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 鷹栖西

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 399,000 千円

年 効 用 ② 31,552 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３６ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５４６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 577,875 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．４４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ５，３７０ 用水改良やほ場の排水改良によ
の増加 る転作作物の面積拡大や単収の

増加
対象作物：水稲、小麦、大豆、ﾄ
ﾏﾄ、キュウリ

営農経費の節減 営農経費節減効果 １８，９９０ ほ場の区画整理や用排水施設の
改良による労働時間及び機械稼
働時間の短縮に伴う経費削減
対象作物：水稲、小麦、大豆、ﾄ
ﾏﾄ、キュウリ

維持管理費節減効 ３，３６８ 用水系統の見直しや用排水施設
果 の改修に伴う維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路

施設更新による 更新効果 ３，８２４ 老朽化した施設の更新による従
従前の農業生産 前の農業生産の維持
の維持

計 ３１，５５２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 九重

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 136,500 千円

年 効 用 ② 15,984 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２７ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６２４
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 256,154 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．８７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ９，８４２ 用水改良やほ場の排水改良によ
の増加 る転作作物の面積拡大や単収の

増加
対象作物：水稲、小麦、大豆、ｽ
ｨｰﾄｺｰﾝ、ﾒﾛﾝ、ﾄﾏﾄ、ｶﾎﾞﾁｬ

営農経費の節減 営農経費節減効果 ４，８４８ 用水施設の整備やほ場の排水改
良による労働時間及び機械稼働
時間の短縮に伴う経費削減
対象作物：水稲、小麦、大豆、ｽ
ｨｰﾄｺｰﾝ、ﾒﾛﾝ、ﾄﾏﾄ、ｶﾎﾞﾁｬ

維持管理費節減効 ２０７ 用水施設の改修に伴う維持管理
果 費の節減

対象施設：揚水機場

施設更新による 更新効果 １，０８７ 老朽化した施設の更新による従
従前の農業生産 前の農業生産の維持
の維持

計 １５，９８４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 女満別豊住

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 829,500 千円

年 効 用 ② 70,086 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５９７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 1,173,970 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．４１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ４８，６４１ ほ場の排水改良による転作作物
の増加 の面積拡大や単収の増加

水稲、小麦、小豆、甜対象作物：
ﾀﾏﾈｷﾞ ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ菜、馬鈴薯、 、牧草、

営農経費の節減 営農経費節減効果 ２０，８８７ ほ場の排水改良による労働時間
及び機械稼働時間の短縮に伴う
経費削減

水稲、小麦、小豆、甜対象作物：
ﾀﾏﾈｷﾞ ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ菜、馬鈴薯、 、牧草、

維持管理費節減効 １２６ 排水施設の改修に伴う維持管理
果 費の節減

対象施設：排水路

施設更新による 更新効果 ４３２ 老朽化した施設の更新による従
従前の農業生産 前の農業生産の維持
の維持

計 ７０，０８６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 岩手県 地区名 門崎

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，３４２，０００千円

年 効 用 ② ７６，９８７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５１１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，５０６，５８５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ８，００４ 水田の排水改良等による転作
の増加 作物の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、小麦、さと
いも､小菊

営農経費の節減 営農経費節減効果 ４９，０３８ 排水改良等でほ場条件が改善
されることによる労働時間の
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲

維持管理費節減効果 ６，６７５ 用排水施設等の改修に伴う施
設の維持管理費の節減
対象施設：用排水路、道路

施設更新による 更新効果 １３，２７０ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：用排水路、道路

計 ７６，９８７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 岩手県 地区名 夏川２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

千円総 事 業 費 ① １０，５３１，０００

年 効 用 ② ９８２，２３４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ４９４，４９３千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６９３
便益を算定するための係数建設利息率）

千円総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １３，６７９，１５８

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ５６，６３５ 水田の排水改良等による転作
の増加 作物の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、大豆、なす､
きゅうり、牧草

営農経費の節減 営農経費節減効果 ７８５，６９８ 排水改良等でほ場条件が改善
されることによる労働時間の
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、大豆、なす､

きゅうり、とまと､
イチゴ、牧草

維持管理費節減効果 －１９，５６９ 用排水施設等の改修に伴う施
設の維持管理費の増
対象施設：用排水路、揚水機

農道

施設更新による 更新効果 １５９，３８０ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：用排水路、揚水機

農道

地域の生活環境 非農用地等創設効果 ９０ 換地手法を用いて先行的に公
の保全・向上 用地等を合理的、経済的に取

得することによる用地交渉の
期間の短縮、節減や測量経
費、登記手続き等事務経費の
節減

計 ９８２，２３４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 宮城県 地区名 田尻中央２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

千円総 事 業 費 ① １２，１６９，１２６

年 効 用 ② ８５１，４２６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ３７，５７１千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６４８
便益を算定するための係数建設利息率）

千円総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １３，１０１，７１９

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 １７，４４３ 水田の排水改良等による転作
の増加 作物の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、大豆、大麦

営農経費の節減 営農経費節減効果 ６０１，０８０ 排水改良等でほ場条件が改善
されることによる労働時間の
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、麦、大豆

維持管理費節減効果 ８８，５８３ 用排水施設等の改修に伴う施
設の維持管理費の節減
対象施設：用排水路、農道、

町道

施設更新による 更新効果 １４４，３２０ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：用排水路、農道、

町道

計 ８５１，４２６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 宮城県 地区名 青生

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３，６１８，２６０千円

年 効 用 ② ２９５，４５１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ５５，１１１千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５，６１５，７３４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 １５，４８３ 水田の排水改良等による転作
の増加 作物の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、大豆、大麦､
牧草、馬鈴薯、ね
ぎ、なす、ほうれ
ん草

営農経費の節減 営農経費節減効果 ２５４，１７７ 排水改良等でほ場条件が改善
されることによる労働時間の
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、麦、大豆

維持管理費節減効果 ６，２９２ 用排水施設等の改修に伴う施
設の維持管理費の節減
対象施設：用排水路、町道､

農道

施設更新による 更新効果 １９，４９９ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：用排水路、町道、

農道

計 ２９５，４５１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 宮城県 地区名 青木川

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，８６０，０００千円

年 効 用 ② ３５３，２２６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６，３８７，４５０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① ２．２３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 １５，６４６ 水田の排水改良等による転作
の増加 作物の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、大豆、大麦

営農経費の節減 営農経費節減効果 ３０４，３６９ 排水改良等でほ場条件が改善
されることによる労働時間の
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、麦、大豆

維持管理費節減効果 １５，９０３ 用排水施設等の改修に伴う施
設の維持管理費の節減
対象施設：用排水路、町道､

農道、揚水機

施設更新による 更新効果 １７，３０８ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：用排水路、町道、

農道、揚水機

計 ３５３，２２６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 宮城県 地区名 真野大谷地

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，０９６，０００千円

年 効 用 ② ３１９，２３９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５，６１０，５２７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① ２．６７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 １１，３３５ 水田の排水改良等による転作
の増加 作物の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、大豆、大麦

営農経費の節減 営農経費節減効果 ２９８，５５３ 排水改良等でほ場条件が改善
されることによる労働時間の
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、麦、大豆

維持管理費節減効果 ３，０１１ 用排水施設等の改修に伴う施
設の維持管理費の節減
対象施設：用排水路、市道､

農道、揚水機

施設更新による 更新効果 ６，３４０ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：用排水路、市道、

農道

計 ３１９，２３９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 宮城県 地区名 津山

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，０６０，０００千円

年 効 用 ② １２６，３６１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，２７６，３１２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① ２．１４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ７，８３２ 水田の排水改良等による転作
の増加 作物の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、大豆、そら
まめ

営農経費の節減 営農経費節減効果 １１０，７７３ 排水改良等でほ場条件が改善
されることによる労働時間の
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、大豆

維持管理費節減効果 ７２６ 用排水施設等の改修に伴う施
設の維持管理費の節減
対象施設：用排水路、農道、

町道、揚水機

施設更新による 更新効果 ７，０３０ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：用排水路、農道、

町道、揚水機

計 １２６，３６１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 秋田県 地区名 花館

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５４０，７５０千円

年 効 用 ② ４３，７０７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７９０，３６２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．４６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ４，００５ 水田の排水改良等による転作
の増加 作物の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、大豆、枝豆､
キャベツ、そら豆

営農経費の節減 営農経費節減効果 ３０，５５９ 排水改良等でほ場条件が改善
されることによる労働時間の
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、大豆

維持管理費節減効果 ５，４５３ 用排水施設等の改修に伴う施
設の維持管理費の節減
対象施設：用排水路、農道、

施設更新による 更新効果 ３，５２５ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：用排水路

地域の生活環境 地域資産保全・向上 １６５ 将来国土調査を行う予定であ
の保全・向上 効果 るが本事業を実施した場合に

行う換地作業により付随的に
地籍が明確となる効果

計 ４３，７０７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 秋田県 地区名 大沢

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３８４，３００千円

年 効 用 ② ２６，２６６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４６１，６１７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２０

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ７，９０３ 水田の排水改良等による転作
の増加 作物の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、大豆、枝豆､
キャベツ、ねぎ、
ほうれん草

営農経費の節減 営農経費節減効果 １３，９５４ 排水改良等でほ場条件が改善
されることによる労働時間の
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、大豆

維持管理費節減効果 ２，８１８ 用排水施設等の改修に伴う施
設の維持管理費の節減
対象施設：用排水路、農道、

施設更新による 更新効果 １，４９２ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：用排水路

地域の生活環境 地域資産保全・向上 ９９ 将来国土調査を行う予定であ
の保全・向上 効果 るが本事業を実施した場合に

行う換地作業により付随的に
地籍が明確となる効果

計 ２６，２６６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 秋田県 地区名 銅屋

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，９０８，５００千円

年 効 用 ② ２１０，６５０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３，７５４，９０２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ３３，０３０ 水田の排水改良等による転作
の増加 作物の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、大豆、枝豆､
キャベツ、ねぎ、
かぼちゃ、白菜

営農経費の節減 営農経費節減効果 １３８，４６０ 排水改良等でほ場条件が改善
されることによる労働時間の
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、大豆

維持管理費節減効果 １９，５０４ 用排水施設等の改修に伴う施
設の維持管理費の節減
対象施設：用排水路、農道、

揚水機

施設更新による 更新効果 １８，８４８ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：用排水路、揚水機

地域の生活環境 地域資産保全・向上 ８０８ 将来国土調査を行う予定であ
の保全・向上 効果 るが本事業を実施した場合に

行う換地作業により付随的に
地籍が明確となる効果

計 ２１０，６５０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 秋田県 地区名 六郷西部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６８５，６５０千円

年 効 用 ② ６２，４１７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，１５８，０１５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．６８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ５，８２８ 水田の排水改良等による転作
の増加 作物の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、大豆、枝豆､
大根

営農経費の節減 営農経費節減効果 ４５，６６５ 排水改良等でほ場条件が改善
されることによる労働時間の
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、大豆

維持管理費節減効果 ７，９９０ 用排水施設等の改修に伴う施
設の維持管理費の節減
対象施設：用排水路、農道

施設更新による 更新効果 ２，９３４ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：用排水路

計 ６２，４１７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福島県 地区名 合戸

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２９６，０００千円

年 効 用 ② １９，７６８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３７４，３９４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ２，３３０ 水田の排水改良等による転作
の増加 作物の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、大豆、馬鈴
薯、ブロッコリー

営農経費の節減 営農経費節減効果 １２，９２７ 排水改良等でほ場条件が改善
されることによる労働時間の
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲

維持管理費節減効果 ３，２３３ 用排水施設等の改修に伴う施
設の維持管理費の節減
対象施設：用排水路、農道

施設更新による 更新効果 ６４ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：用水路

地域の生活環境 水辺環境整備効果 １，２１４ 施設の機能を維持しつつ、周
の保全・向上 辺の景観や環境に配慮した構

造とすることで水辺環境を保
全・創造する
対象施設：景観水路

計 １９，７６８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福島県 地区名 大野第一

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５６７，０００千円

年 効 用 ② ３３，４０２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５４６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６１１，７５８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ４，７７６ 水田の排水改良等による転作
の増加 作物の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、大豆、馬鈴
薯、なす、いちご

営農経費の節減 営農経費節減効果 ２３，９９８ 排水改良等でほ場条件が改善
されることによる労働時間の
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、大豆

維持管理費節減効果 ３，７０８ 用排水施設等の改修に伴う施
設の維持管理費の節減
対象施設：用排水路、農道

施設更新による 更新効果 ５６８ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：用排水路

地域の生活環境 水辺環境整備効果 ３５２ 施設の機能を維持しつつ、周
の保全・向上 辺の景観や環境に配慮した構

造とすることで水辺環境を保
全・創造する
対象施設：景観水路

計 ３３，４０２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福島県 地区名 天井沢

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １５３，０００千円

年 効 用 ② １０，９４３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １８６，４２２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作物生産効果 ４，０６５
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、そば､ユーカ

リ、夏秋トマト､白菜、た
ばこ

農道舗装による走行中の農産物の荷品質向上効果 １４０
痛み等が軽減
対象作物：夏秋トマト、桃

排水改良等でほ場条件が改善される営農経費の節減 営農経費節減効果 １，６６５
ことによる労働時間の短縮や機械経
費の節減
対象作物：水稲、大豆

用排水施設等の改修に伴う施設の維維持管理費節減効果 ３，７６３
持管理費の節減
対象施設：用排水路、農道

農道が改良されることによる農産物営農に係る走行経費 ２７
の生産並びに流通に係る輸送経費の節減効果
節減
対象施設：農道

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 １，２４３
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、ゲートの維持

施設の機能を維持しつつ、周辺の景地域の生活環境 水辺環境整備効果 ４０
観や環境に配慮した構造とすることの保全・向上
で水辺環境を保全・創造する
対象施設：環境保全水路

計 １０，９４３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福島県 地区名 諏訪

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２６８，０００千円

年 効 用 ② １７，７１７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５９７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２９６，７６７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１０

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 １０，０１４ 水田の排水改良等による転作
の増加 作物の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、大豆、そば､
アスパラガス、り
んどう

営農経費の節減 営農経費節減効果 １，０８０ 排水改良等でほ場条件が改善
されることによる労働時間の
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲

維持管理費節減効果 ４，９７９ 用排水施設等の改修に伴う施
設の維持管理費の節減
対象施設：用排水路

施設更新による 更新効果 １，５０４ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：用水路、ゲート

地域の生活環境 水辺環境整備効果 １４０ 施設の機能を維持しつつ、周
の保全・向上 辺の景観や環境に配慮した構

造とすることで水辺環境を保
全・創造する
対象施設：ほたる水路

計 １７，７１７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福島県 地区名 長屋

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２４６，０００千円

年 効 用 ② １６，３４７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５７７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２８３，３１０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ６，８９５ 水田の排水改良等による転作
の増加 作物の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、大豆、夏秋
トマト、ピーマン､
カボチャ

営農経費の節減 営農経費節減効果 ３，２４２ 排水改良等でほ場条件が改善
されることによる労働時間の
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、トマト､ネギ

維持管理費節減効果 ５，０５１ 用排水施設等の改修に伴う施
設の維持管理費の節減
対象施設：用排水路、ゲート

施設更新による 更新効果 １，０６４ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：排水路、ゲート

地域の生活環境 水辺環境整備効果 ９５ 施設の機能を維持しつつ、周
の保全・向上 辺の景観や環境に配慮した構

造とすることで水辺環境を保
全・創造する
対象施設：景観水路

計 １６，３４７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 茨城県 地区名 幸江崎

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３，３１５，９９６千円

年 効 用 ② ２１０，３２４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３６年

総合耐用年数に応じた効用から総便還元率×（１＋ ⑤ ０．０５４６
益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３，８５２，０８８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物農産物の生産量の 作 物 生 産 効 果 ５３，６９９
の面積拡大や単収の増加増加
対象作物：水稲､きゅうり､白菜､ト
マト､レタス､じゃがいも､キャベ
ツ､露地メロン､かぼちゃ､ねぎ､人
参､小麦､大根

畑地かんがいによる品質向上品 質 向 上 効 果 １，７１０
対象作物：ねぎ

ほ場の大区画化による労働時間の営農経費の節減 営農経費節減効果 １３１，１４４
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲､きゅうり､白菜､ト
マト､レタス､じゃがいも､キャベ
ツ､露地メロン､かぼちゃ､ねぎ､人
参､小麦､大根

用排水施設等の改修・統廃合に伴維持管理費節減効果 ８，４７１
う施設の維持管理費節減
対象施設：用水路､排水路､取水堰､
用水機場､支線道路

老朽化した施設の更新による従前施設更新による従 更 新 効 果 １５，２１８
の農業生産の維持前の農業生産の維
対象施設：用水路､排水路､取水堰持

換地手法を用いた合理的かつ経済地域の生活環境の 非農用地等創設効果 ８２
的な用地取得による経費節減保全・向上
対象施設：処理場

計 ２１０，３２４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 茨城県 地区名 箱田中央

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，３４５，０００千円

年 効 用 ② ８２，３０２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １９，６００千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５７７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，４０６，７７８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物の面積農作物の生産 作 物 生 産 効 果 １５，４４８
拡大や単収の増加量の増加
対象作物：水稲、大豆、ねぎ、なす、いち

ご、小麦

ほ場の大区画化等による労働時間の短縮や営農経費の節 営農経費節減効果 ４５，４２６
機械経費の節減減
対象作物：水稲、大豆、ねぎ、なす、いち

ご

用排水施設等の改修、統廃合に伴う施設の維持管理費節減効 ４，９９７
維持管理費の節減果
対象施設：用水路、排水路、道路、用水機

場、取水堰

老朽化した施設の更新による従前の農業生施設更新によ 更 新 効 果 １２，３１３
産の維持る従前の農業
対象施設：橋梁、河川、取水堰生産の維持

公共用地の確保のための土地調査・手続費地域の生活環 非農用地等創設効 ２，２８４
用等の軽減境の保全・向 果
対象施設用地：学校用地、河川用地、市道上
用地



農業用施設の安全対策による向上地域の生活環 安全性向上効果 ５２６
対象施設：用水調整池の防護柵境の保全・向

上
農業用施設が発揮する多面的機能効果地 域 用 水 効 果 １，０５８
対象施設：用水調整池、排水路

動植物の生態系に配慮した整備による水辺水辺環境整備効果 ２５０
環境の保全

対象施設：排水路

計 ８２，３０２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 茨城県 地区名 松原

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，０５９，２８２千円

年 効 用 ② １６６，５７４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，９２７，４８７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．４２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ４１，８４７
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、ねぎ、きゅうり、
はくさい

湿潤灌漑による作物の単価の増加品 質 向 上 効 果 ３，１５７
対象作物：ねぎ

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ９７，７２１
縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、小麦、大豆、ねぎ
きゅうり

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ６，５９９
施設の維持管理費の節減
対象施設：用水機場、用水路、排水
路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ７，００８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路の維持

換地手法により非農用地を創設する地域の生活環境 非農用地等創設効果 ８，６７１
により経済的な用地取得となるの保全・向上
対象施設：県道ﾊﾞｲﾊﾟｽ、町道

排水路及び調整池を魚類等の生息環水辺環境整備効果 １，５７１
境に配慮した構造とすることによる
水辺環境の保全
対象施設：排水路、調整池

計 １６６，５７４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 栃木県 地区名 北赤塚２

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，７３２，０００千円

年 効 用 ② １５５，０１３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２，２６４千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，９３３，５８８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．６９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の面農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １，３７６
積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大麦、大豆、飼料作
物、にら等

ほ場の大区画化による労働時間の短縮営農経費の節減 営農経費節減効果 １４２，２１７
や機械経費の節減
対象作物：水稲、大麦、白菜、いち
ご、にら、さといも等

用排水施設等の改修、統廃合に伴う施維持管理費節減効果 ３，２７７
設の維持管理費の節減
対象施設：揚水機、用水路、排水路、
道路

老朽化した施設の更新による従前の農施設更新による 更 新 効 果 ５，６６０
業生産の維持従前の農業生産
対象施設：揚水機の維持

区画が整形化され、地籍が明確にな地域の生活環境 地 籍 確 定 効 果 １，３８７
る。（国土調査と同様の効果の発現）の保全・向上

排水路に魚道落差工や深み水路を設置水辺環境整備効果 １，０９６
することによる生息生物の保全
対象施設：排水路

計 １５５，０１３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 栃木県 地区名 下板橋

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，０４３，０００千円

年 効 用 ② ７９，５２９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １，２２６千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，５０５，００５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．４４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の面農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３，８５６
積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大麦、白菜、大豆、
そば、きゅうり、なす等

ほ場の大区画化による労働時間の短縮営農経費の節減 営農経費節減効果 ７１，９７３
や機械経費の節減
対象作物：水稲、大麦、白菜、大豆、
そば、きゅうり、なす等

用排水施設等の改修、統廃合に伴う施維持管理費節減効果 ９０４
設の維持管理費の節減
対象施設：揚水機、用水路、排水路、
道路

老朽化した施設の更新による従前の農施設更新による 更 新 効 果 １，３９８
業生産の維持従前の農業生産
対象施設：揚水機の維持

区画が整形化され、地籍が明確にな地域の生活環境 地 籍 確 定 効 果 ６３５
る。（国土調査と同様の効果の発現）の保全・向上

排水路に魚道落差工や深み水路を設置水辺環境整備効果 １８２
することによる生息生物の保全
対象施設：排水路

合理的かつ経済的に用地を取得でき非農用地等創設効果 ５８１
る。（用地交渉経費、測量経費、登記
経費の節減）

計 ７９，５２９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 栃木県 地区名 石橋南部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，０１５，０００千円

年 効 用 ② ２１１，２５８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ９，５３９千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９年

総合耐用年数に応じた効用から総便還元率×(１＋ ⑤ ０．０５２８
益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３，９９１，５５９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．９８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

作 物 生 産 効 果 整備による農地・水利条件等が改農作物の生産 １４，５８４
良されることにより転作作物の面量の増加
積拡大や単収の増加
対象作物：水稲、きゅうり、ほう
れん草、大豆、とうもろこし、ね
ぎ

４，６４９ 舗装することにより農作物の荷痛品 質 向 上 効 果
みを防止する
対象作物：きゅうり、とまと、ね
ぎ、ほうれん草、レタス、白菜

営農経費節減効果 １５１，８７０ ほ場の大区画化による労働時間の営農経費の節
短縮や機械経費の節減減
対象作物：水稲、麦類、豆類、果
菜類、葉菜類、根菜類

９，２８３ 用排水施設等の改修に伴う施設の維持管理費節減効
維持管理費の節減果
対象施設：用水路、排水路、一般
農道

営農に係る走行経 １０，１６１ 舗装することにより通作・輸送に
費節減効果 おける走行費が節減される

対象車両：軽４輪、２・６ｔ車



施設更新によ 更 新 効 果 ９，３１３ 老朽化した施設の更新による従前
る従前の農業 の農業生産の維持
生産の維持 対象施設：用水路、排水路、一般

農道

地域の生活環 安 全 性 向 上 効 果 ２９０ 道路に区画線を引くことにより通
境の保全・向 行の安全が図られる。
上 対象施設：一般農道

水辺環境整備効果 １，３９６ 排水路の一部を魚類等の生息環境
に配慮した深み水路とすることに
よる水辺環境保全
対象施設：排水路

地 籍 確 定 効 果 １，４７６ 区画が整形化され、換地事業によ
り地籍が明確になる
対象区域：地区全域

非農用地等創設効果 ３，３３０ 換地手法を用いて先行的、計画的
に公共用地等を取得できる
対象区域：非農用地

一 般 交 通 等 経 費 ４，９０６ 道路整備により一般車の走行経費
節 減 効 果 節減

対象施設：計画路線

計 ２１１，２５８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 栃木県 地区名 下長田上台

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １４１，０００千円

年 効 用 ② １４，４２１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤
便益を算定するための係数建設利息率） ０．０５２５

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２７４，６８５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．９４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円) 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １１，８９７
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、きゅうり、とまと、
大豆、にら

砂利道を舗装することにより農作物の品 質 向 上 効 果 ７２３
荷痛みを防止する
対象作物：きゅうり、とまと、にら、
ほうれん草、レタス

用排水施設等の改修に伴う施設の維持営農経費の節減 維持管理費節減効果 ２７５
管理費の節減
対象施設：用水路、排水路、道路

砂利道を舗装することにより通作・輸営農に係る走行経費 ６０２
送における走行費が節減される節 減 効 果
対象車両：軽４輪、２ｔ車

老朽化した施設の更新による従前の農施設更新による 更 新 効 果 ７９２
業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

道路に区画線を引くことにより通行の地域の生活環境 安 全 性 向 上 効 果 ６３
安全が図られる。の保全・向上
対象施設：道路

排水路の一部を魚類等の生息環境に配水辺環境整備効果 ６９
慮した深み水路とすることによる水辺
環境保全
対象施設：排水路

計 １４，４２１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 埼玉県 地区名 上福田

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６６８,０００千円

年 効 用 ② ４１,６８０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０.０５８７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７１０,０５１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ８，００１ 水田の排水改良等による転作
の増加 作物の面積拡大

対象作物：水稲、小麦、大豆
スイートコーン、さといも、
ブロッコリー

営農経費の節減 営農経費節減効果 ２２,７３６ ほ場の大区画化による労働時
間の短縮や機械経費の節減

維持管理費節減効果 ２,３５４ 用排水施設の改良に伴う施設
の維持管理費の節減
対象施設：用水路、排水路

施設更新による 更 新 効 果 ６,５５１ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：用排水路

地域の生活環境 水辺環境整備効果 １,７１２ 親水性、景観、魚類の生息環
の保全・向上 境への配慮

対象施設：ため池、排水路

安 全 性 向 上 効 果 ３２６ 安全施設整備による安全性の
向上

計 ４１,６８０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 千葉県 地区名 瑞穂

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，１７９，０００千円

年 効 用 ② ８３，５４７ 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２８ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６２０
便益を算定するための係数 T=5年建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，３４７，５３２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ８，０６７
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、小麦、飼料

作物

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ６７，１５７
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、落花生、トマト等

用排水施設等の改修に伴う施設の維維持管理費節減効果 ６０３
持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３，７６９
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

換地手法を用いて先行的、計画的に地域の生活環境 非農用地等創設効果 ３，９５１
公共用地等を円滑に創設し、合理的の保全・向上
かつ経済的に用地取得する

対象施設：圏央道用地、公園用地、

施設用地

計 ８３，５４７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 静岡県 地区名 春岡

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５７９，４００千円

年 効 用 ② ４４，０４２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６４６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６８１，７６５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２２，５３９
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、小麦

ほ場の乾田化等による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ５，６３３
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、小麦

用排水施設等の改修に伴う施設の維維持管理費節減効果 １，１８７
持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

道路の拡幅に伴う走行速度上昇、車営農に係る走行経費 ４，２９５
種変更による走行経費の節減節 減 効 果
対象施設：道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １０，３８８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

計 ４４，０４２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 新潟県 地区名 佐々木南部郷２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５，５４３，８６５千円

年 効 用 ② ４０８，２５８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ６１，４３３千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６６５
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６，０７７，７８５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水分離、客土及び暗渠排農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２７，９８４
水等による転作作物の面積拡大や単の増加
収の増加

対象作物：水稲、大豆、飼料作物、

えだまめ、なす、ばれいしょ、ねぎ

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費及び維 営農経費節減効果 ３１７，７８３
縮や機械経費の節減持管理費の節減
対象作物：水稲、大豆、飼料作物、

えだまめ、なす、ばれいしょ、ねぎ

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ９，５３５
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ５０，１３９
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、道路の維持

非農用地を換地手法により合理的に地域の生活環境 非農用地等創設効果 ２２
創設できることによる用地交渉費等の保全・向上
の節減

国土調査に代わり、本事業の確定測地 籍 確 定 効 果 ２，７９５
量により地籍が明らかになる効果

計 ４０８，２５８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 新潟県 地区名 時 水 新 田

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４３０，５００千円

年 効 用 ② ３２，４４０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５０７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６３９，８４２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．４８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水分離及び暗渠排水によ農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １，２７２
る転作作物の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ３０，７０１
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆

用排水分離による水路延長の増、パ維持管理費節減効果 △４９２
イプライン化によるファームポンド

の増に伴う施設の維持管理費の増加

対象施設：ファームポンド、用水

路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ９３２
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：道路、用水路の維持

非農用地を換地手法により合理的に地域の生活環境 非農用地等創設効果 ２７
創設できることによる用地交渉費等の保全・向上
の節減

対象施設：公共施設用地

計 ３２，４４０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 新潟県 地区名 秋 津 沖

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５１３，５００千円

年 効 用 ② ３８，０５７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５４６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６９７，０１４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水分離・暗渠排水及び客農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，４１６
土による転作作物の面積拡大や単収の増加
の増加

対象作物：水稲、大豆

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ３６，１９６
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆

用排水分離による水路延長の増、揚維持管理費節減効果 △５５５
水施設の増に伴う施設の維持管理費

の増加

対象施設：揚水機場、井戸、用水

路、排水路、道路

計 ３８，０５７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 新潟県 地区名 上 横 山

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６９３，０００千円

年 効 用 ② ６８，４５６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ８５２千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５９１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，１５７，４５５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．６７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用水改良及び暗渠排水による農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３，７４３
転作作物の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆

用水路のパイプライン化による労働営農経費及び維 営農経費節減効果 ６４，０９２
時間の短縮や機械経費の節減持管理費の節減
対象作物：水稲、大豆

排水施設の改修に伴う施設の維持管維持管理費節減効果 ４０６
理費の節減

対象施設：用排水路、ファームポン

ド

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２１５
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

計 ６８，４５６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 新潟県 地区名 新 道

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，８３７，５００千円

年 効 用 ② １１３，３３３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２８，７２７千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５７２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，９５２，６１９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良及び暗渠排水によ農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １２，４５０
る転作作物の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆

用水路のパイプライン化による労働営農経費及び維 営農経費節減効果 ５８，５９６
時間の短縮や機械経費の節減持管理費の節減
対象作物：水稲、大豆

用排水施設の改修に伴う施設の維持維持管理費節減効果 ２，４０７
管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、ファー

ムポンド

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３９，６１４
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路の維持

国土調査に代わり、本事業の確定測地域の生活環境 地 籍 確 定 効 果 ２６６
量により地籍が明らかになる効果の保全・向上

計 １１３，３３３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 新潟県 地区名 北 都

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６７７，５６４千円

年 効 用 ② ４１，７１４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １１，５８８千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５７７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７１１，３５８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水分離及び暗渠排水によ農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ５，０５０
る転作作物の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、えだまめ

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費及び維 営農経費節減効果 ２１，８５０
縮や機械経費の節減持管理費の節減
対象作物：水稲、大豆

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ４０２
施設の維持管理費の節減

対象施設：揚水機場、用水路、排水

路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １４，４１２
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：揚水機場、用排水路、排の維持
水樋管、道路

計 ４１，７１４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 新潟県 地区名 潟

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ８，００１，７２９千円

年 効 用 ② ４６０，１３０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ７千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ８，３２０，６０８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水分離及び暗渠排水によ農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ４９，２６３
る転作作物の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、えだまめ、
ねぎ

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ３７４，８９６
縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、大豆、えだまめ、
ねぎ

用排水分離による延長の増、揚水施維持管理費節減効果 △１，８６７
設の増に伴う施設の維持管理費の増
加
対象施設：揚水機場、用水路、排水
路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３３，７２８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：揚水機場、用水路、排水の維持
路、道路

換地手法で合理的・経済的に用地を地域の生活環境 非農用地等創設効果 １，１２６
取得できる効果の保全・向上
対象施設：工業用地、農道用地

関連事業（県営かん排）の施行に伴公共施設保全効果 １
う施設の更新により耐用年数の増加
対象施設：付替道路

国土調査に代わり本事業により地籍地籍確定効果 ２，９８３
が明確になる効果

計 ４６０，１３０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 富山県 地区名 六 天

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２４１，５００千円

年 効 用 ② １６，８８２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５０７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３３２，９７８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の客土による転作作物の面積拡農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ４４３
大や単収の増加の増加
対象作物：水稲

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費及び維 営農経費節減効果 １４，１１４
縮や機械経費の節減持管理費の節減
対象作物：水稲、大豆

用排水施設等の改修、農道の拡幅に維持管理費節減効果 ３８
伴う維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２，２８７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路の維持

計 １６，８８２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 富山県 地区名 古黒部南部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，０３８，２４０千円

年 効 用 ② ６８，７４７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，２７５，４５５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水施設の改修及び客土に農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３，７１０
よる転作作物の面積拡大や単収の増の増加
加

対象作物：水稲、大豆、大麦

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費及び維 営農経費節減効果 ５５，９７６
縮や機械経費の節減持管理費の節減
対象作物：水稲、大豆

用排水施設等の改修、農道の拡幅に維持管理費節減効果 ３５０
伴う維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ７，７２３
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

生態系や景観に配慮した整備によ地域の生活環境 水辺環境整備効果 ９８８
り、豊かな生態系や親水性が保全さの保全・向上
れる効果

対象施設：排水路

計 ６８，７４７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 富山県 地区名 深 谷

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７７７，０００千円

年 効 用 ② ４８，０８８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ４７０千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６１２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７８５，２８２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水施設の改修及び客土に農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ６，３６１
よる転作作物の面積拡大や単収の増の増加
加

対象作物：水稲、大豆、ばれいし

ょ、きゅうり、だいこん、キャベツ

用排水施設等の改修、農道の拡幅に営農経費及び維 維持管理費節減効果 １９，３４３
伴う維持管理費の節減持管理費の節減
対象施設：用水路、排水路、道路

路面の改良に伴う輸送時間の短縮及営農に係る走行経費 １８
び車種の転換節減効果
対象施設：農道

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２２，３６６
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

計 ４８，０８８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 石川県 地区名 四 柳

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６７３，３４１千円

年 効 用 ② ４４，４２１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １，９６６千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５７７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７６７，８９５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水分離及び暗渠排水による農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，１３１
転作作物の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、大麦

ほ場の大区画化による労働時間の短縮営農経費の節減 営農経費節減効果 ２３，７６５
や機械経費の節減
対象作物：水稲、大豆、大麦

用排水施設等の改修、揚水施設の新設維持管理費節減効果 △５５４
に伴う維持管理費の増加
対象施設：揚水機場、用排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の農施設更新による 更 新 効 果 １０，６６４
業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、国営関連施設の維持
（逆水止樋門、排水路、排水機場等）

関連事業（国営事業）により逆水止水施設更新による 災 害 防 止 効 果 ５，５９８
門、調節水門等が改修され、地域の災災害防止
害を防止する効果

換地手法により合理的・経済的に創設地域の生活環境 非農用地等創設効果 ７
対象施設：農免農道用地の保全・向上 できる効果

埋蔵文化財を保護盛土により後世に継文化財発見効果 ２，５８０
承する効果

関連事業（国営事業）による市道橋梁公共施設保全効果 ２１９
の掛け替えにより耐用年数が増加する
効果

関連事業（国営事業）による排水機場水辺環境整備効果 １１
と周辺整備により自然環境や景観が保
全される効果

計 ４４，４２１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 岐阜県 地区名 下池西部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，６５３，７５０千円

年 効 用 ② １２０，６５１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５９７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，０２０，９５５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２２

２．年効用の総括

項 目 年効果額(千円) 効果の内容

農作物の生産量の 作物生産効果 １０，６２６ 水田の用排水改良等による転
増加 作作物の面積拡大や単収の増

加
対象作物：水稲、小麦、大根
牧草

営農経費の節減 営農経費節減効果 １００，２４３ ほ場の区画拡大による労働時
間の短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、小麦、大根

維持管理費節減効果 ８，７４９ 用排水施設等の改修等に伴う
施設の維持管理費の節減
対象施設：道路、水路、排水
機場

地域の生活環境の 地籍確定効果 １，０３３ 国土調査未実施地区で区画整
保全・向上 理を行うことにより国土調査

費を節減
対象施設：区画整理

計 １２０，６５１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 岐阜県 地区名 輪之内本戸

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５４０，７５０ 千円

年 効 用 ② ３３，２４１ 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５６６，２８６ 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０４

２．年効用の総括

項 目 年効果額(千円) 効果の内容

農作物の生産量の 作物生産効果 ２，８８７ 水田の用排水改良等による転
増加 作作物の面積拡大や単収の増

加
対象作物：水稲、小麦、大豆

営農経費の節減 営農経費節減効果 ２７，１４３ ほ場の区画拡大による労働時
間の短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、小麦、大豆

維持管理費節減効果 △１７ 用排水路等の改修等に伴う施
設の維持管理費の節減及び揚
水機場設置に伴う維持管理費
の増
対象施設：道路、水路、揚水
機場

地域の生活環境の 地籍確定効果 ５１２ 国土調査未実施地区で区画整
保全・向上 理を行うことにより国土調査

費を節減
対象施設：区画整理

公共施設保全効果 ２，３９２ 既設用水路の改修に伴う施設
の維持管理費の節減
対象施設：用水路

安全性向上効果 ３２４ 既設用水路の改修（パイプラ
イン化）に伴う施設の安全性
向上
対象施設：用水路

計 ３３，２４１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 愛知県 地区名 茶屋新田

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５１４，５００ 千円

年 効 用 ② ３０，５０８ 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３４ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５４３，８１５ 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０５

２．年効用の総括

項 目 年効果額(千円) 効果の内容

農作物の生産量の 作物生産効果 ９，７４９ 水田の用排水改良等による転
増加 作作物の面積拡大や単収の増

加
対象作物：水稲、かぼちゃ、
ねぎ、枝豆、人参

営農経費の節減 営農経費節減効果 １，３０９ ほ場の区画拡大による労働時
間の短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、かぼちゃ、
ねぎ、枝豆、人参

維持管理費節減効果 ５，１４０ 用排水路等の改修等に伴う施
設の維持管理費の節減
対象施設：用排水路、揚水機
場

施設更新による従 更新効果 １４，１０６ 用排水路、揚水機場の改修に
前の農業生産の維 伴う施設の更新効果
持 対象施設：用排水路、揚水機

場

地域の生活環境の 地籍確定効果 ２０４ 国土調査未実施地区で区画整
保全・向上 理を行うことにより国土調査

費を削減
対象施設：区画整理

計 ３０，５０８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 愛知県 地区名 東境銀河

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，８０８，１９９千円

年 効 用 ② １３２，１５９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２，８８３千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，３８６，９７２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３２

２．年効用の総括

項 目 年効果額(千円) 効果の内容

農作物の生産量の 作物生産効果 ９，６０９ 水田の用排水改良等による転
増加 作作物の面積拡大や単収の増

加
対象作物：水稲、大豆、すい
か、小麦、大根

営農経費の節減 営農経費節減効果 ４４，４６３ ほ場の区画拡大による労働時
間の短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、大豆、すい
か、小麦、大根

維持管理費節減効果 ５，２５１ 用排水路等の改修等に伴う施
設の維持管理費の節減
対象施設：用排水路

施設更新による従 更新効果 ７１，５１２ 用排水路、揚水機場の改修に
前の農業生産の維 伴う施設の更新効果
持 対象施設：用排水路

地域の生活環境の 安全性向上効果 ７０７ 用水路の改修に伴う安全柵施
保全・向上 設による安全性向上

対象施設：安全柵

公共施設保全効果 ２８１ 用水路の改修する際に既設橋
梁を掛け替えたことによる効
果
対象施設：橋梁

水辺環境整備効果 ３３６ 用水路を改修する際に部分的
に環境に配慮した整備をした
ことによる効果
対象施設：用水路

計 １３２，１５９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 三重県 地区名 鈴鹿川沿岸３期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，０８３，７３５千円

年 効 用 ② １３８，４８５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２，００５千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６１２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，２６０，８２２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０８

２．年効用の総括

項 目 年効果額(千円) 効果の内容

農作物の生産量の 作物生産効果 ３５，９３２ 水田の用排水改良等による転
増加 作作物の面積拡大や単収の増

加
対象作物：水稲、白菜、小麦
大豆

営農経費の節減 営農経費節減効果 ２３，２８１ 水田の用水路改修に伴う用水
管理費の節減
対象施設：用水路

維持管理費節減効果 ２０，３９８ 用水路の改修等に伴う施設の
維持管理費の節減
対象施設：用水路

営農に係る走行経費 ２，５９９ 農道の整備（拡幅、舗装）に
節減効果 より輸送効率が向上し走行経

費が削減される。
対象施設：農道

施設更新による従 更新効果 ５６，２７５ 用水路、農道の改修に伴う施
前の農業生産の維 設の更新効果
持 対象施設：用水路、農道

計 １３８，４８５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 滋賀県 地区名 中野第一

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６８０，１００千円

年 効 用 ② ４３，４９６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤
便益を算定するための係数建設利息率） ０．０５２８

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ８２３，７８８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良、客土等による転作農産物の生産量 作 物 生 産 効 果 １，６０６
作物の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、胡瓜、

小麦、白菜

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ３５，３３７
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、胡瓜、

小麦、白菜

用排水等施設等の改修、統廃合に伴維持管理費節減効果 ４，５０４
う施設の維持管理費の節減

対象施設：揚水機場、用水路、

排水路、道路

公共用地等の非農用地を捻出するこ地域の生活環境 非農用地等創設効果 １，８２３
とによる用地交渉の期間短縮、測量の保全・向上
経費、登記手続等の事務経費の節減

対象施設：道路、公園用地

換地事業による地籍の明確化の効果地 籍 確 定 効 果 ２２６

計 ４３，４９６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 滋賀県 地区名 稲枝東

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６３１，０００千円

年 効 用 ② ４８，２３９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５９７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ８０８，０２３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，２０７
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、キャベツ、

白菜、小麦

農道の舗装による荷痛みの防止に伴品 質 向 上 効 果 １０７
う商品化率の向上

対象作物：キャベツ、白菜

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ４４，７１２
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、キャベツ

白菜、小麦

用排水等施設等の改修、統廃合に伴維持管理費節減効果 ９１
う施設の維持管理費の節減

対象施設：揚水機場、用水路、

排水路、道路

農道整備に伴う稼働時間短縮の結果営農に係る走行経費 ６１１
生じる経費節減節減効果
対象施設：農道

公共用地等の非農用地を捻出するこ地域の生活環境 非農用地等創設効果 ３１
とによる用地交渉の期間短縮、測量の保全・向上
経費、登記手続等の事務経費の節減

対象施設：道路、公園用地

文化財の具現化、発掘調査による文文 化 財 発 見 効 果 １２８
化的価値の明確化

換地事業による地籍の明確化の効果地 籍 確 定 効 果 ３５２

計 ４８，２３９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 滋賀県 地区名 今西地区

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７９３，２００千円

年 効 用 ② ５１，９６３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２８年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６２０
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ８３８，１１３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良、客土等による転作農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ４，１５６
作物の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、とまと、
キャベツ、小麦、白菜、たまねぎ

農道の舗装による荷痛みの防止に伴品 質 向 上 効 果 １，０９１
う商品化率の向上
対象作物：とまと、キャベツ、
白菜、たまねぎ、きゅうり、ほうれ
ん草

用排水路整備に伴うかん水労働時間営農経費の節減 営農経費節減効果 ８，６２３
の短縮
対象作物：水稲、大豆、とまと、

キャベツ

用排水等施設等の改修、統廃合に伴維持管理費節減効果 ３，８９５
う施設の維持管理費の節減
対象施設：用水路、排水路、道路

農道整備に伴う稼働時間短縮の結果営農に係る走行経費 ３，８７０
生じる経費節減節減効果
対象施設：農道

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２６，６２３
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

排水路の一部を魚類等の生息環境に地域の生活環境 水辺環境整備効果 ３，７０５
配慮した石積み水路とすることによの保全・向上
る水辺環境の保全
対象施設：排水路

計 ５１，９６３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 滋賀県 地区名 びわ北

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３３１，０００千円

年 効 用 ② ２２，７６７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６００
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３７９，４５０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良、客土等による転作農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １，８４２
作物の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、とまと、
キャベツ、小麦、白菜、たまねぎ

農道の舗装による荷痛みの防止に伴品 質 向 上 効 果 １８
う商品化率の向上
対象作物：とまと、キャベツ、
白菜、たまねぎ

用排水路整備に伴うかん水労働時間営農経費の節減 営農経費節減効果 ４，５６５
の短縮
対象作物：水稲、大豆、とまと、

キャベツ

用排水等施設等の改修、統廃合に伴維持管理費節減効果 １，４０８
う施設の維持管理費の節減
対象施設：用水路、排水路、道路

農道整備に伴う稼働時間短縮の結果営農に係る走行経費 ４１１
生じる経費節減節減効果
対象施設：農道

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １３，２９４
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

排水路の一部を魚類等の生息環境に地域の生活環境 水辺環境整備効果 １，２２９
配慮した石積み水路とすることによの保全・向上
る水辺環境の保全
対象施設：排水路

計 ２２，７６７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 兵庫 地区名 山田

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，０６７，８５０千円

年 効 用 ② ６５，０１８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２，４６０千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５４６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，１８８，１６６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２９，３５９
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、たまねぎ、菊、
飼料作物

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ２６，７４３
縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、たまねぎ、菊、
飼料作物

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 １，３０４
施設の維持管理費の節減
対象施設：揚水機場、用水路、排水
路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ７１０
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：井堰、揚水機の維持

公共用地等の非農用地を捻出するこ地域の生活環境 非農用地等創設効果 ６，０９８
とによる用地交渉の期間短縮、測量の保全・向上
経費、登記手続等の事務経費の節減
対象施設：道路、河川用地

排水路の一部を魚類等の生息環境に水辺環境整備効果 ２８５
配慮した水路とすることによる水辺
環境の保全
対象施設：排水路

換地事業による地籍の明確化の効果地 籍 確 定 効 果 ５１９

計 ６５，０１８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 兵庫 地区名 市西

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，１７３，４００千円

年 効 用 ② １４２，７８６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １９，０２１千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，４１３，４４９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １２，３２９
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、たまねぎ、レタ
ス、白菜、キャベツ、飼料作物

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 １０４，２６９
縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、たまねぎ、レタ
ス、白菜、キャベツ、飼料作物

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ７，５７６
施設の維持管理費の節減
対象施設：揚水機場、用水路、排水
路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １５，５０３
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：井戸、揚水機の維持

公共用地等の非農用地を捻出するこ地域の生活環境 非農用地等創設効果 ２，０５６
とによる用地交渉の期間短縮、測量の保全・向上
経費、登記手続等の事務経費の節減
対象施設：道路用地

ため池の一部を魚類等の生息環境に水辺環境整備効果 １，０５３
配慮した石積法面とすることによる
水辺環境の保全
対象施設：ため池

計 １４２，７８６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 岡山県 地区名 牛 文 沖

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７３５，０００千円

年 効 用 ② ４５，３４７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２１，２８０千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７９８，７３８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ５，１０８
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、麦、大豆、なす

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ３５，８５０
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、麦、大豆、なす

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ２，６３２
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １，７５７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路の維持

計 ４５，３４７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 広島県 地区名 小 原

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ９４３，９５０千円

年 効 用 ② ７４，３１９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５７７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，２８８，０２４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ５，０２６
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、小麦、飼料、アス

パラガス

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ６１，７７３
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、小麦、飼料、アス

パラガス

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ７４３
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ６，７７７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

計 ７４，３１９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 広島県 地区名 矢 多 田

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６４３，６５０千円

年 効 用 ② ３９，９４５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５４６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７３１，５９３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，３２０
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、小麦、飼

料、小松菜

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ３２，３６６
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、小麦、飼

料、小松菜

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 １６６
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ５，０９３
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

計 ３９，９４５



費用対効果分析に関する説明資料

石 束 ・ 不 動 寺 原事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 山口県 地区名

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６８２，０００千円

年 効 用 ② ５４，１６６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，００４，９３５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．４７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １，０５９
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、小麦、ブロ

ッコリー 、タマネギ

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ４７，９４２
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、小麦、ブロ

ッコリー 、タマネギ

用排水施設等の新設、改良に伴う施維持管理費節減効果 △２，１０９
設の維持管理費の増

対象施設：用水路、排水路、道路、

ため池

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ６，１８３
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、取水の維持
堰、道路

排水路の一部をホタルの生息に配慮地域の生活環境 水辺環境整備効果 １，０９１
した水路とすることにより、生態系の保全・向上
が保全される効果の発現

対象施設：排水路

計 ５４，１６６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 山口県 地区名 伊 陸 西 部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，３１３，０００千円

年 効 用 ② １２０，９８２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，２４４，５６４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．７０

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ５，３９８
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、小麦、キャ

ベツ、イチゴ、なす

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 １０４，１６１
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、小麦、キャ

ベツ、イチゴ、なす

用排水施設等の新設、改修に伴う施維持管理費節減効果 △１，５８０
設の維持管理費の増

対象施設：排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ９，３８０
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

水路の一部を魚類等の生息に配慮し地域の生活環境 水辺環境整備効果 ８０８
た水路とすることにより、生態系がの保全・向上
保全される効果の発現

対象施設：用水路、排水路

基盤造成で付随的に埋蔵文化財が具文 化 財 発 見 効 果 ２，８１５
現化されると共に発掘調査により、

文化的価値が明確となる効果の発現

計 １２０，９８２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 徳島県 地区名 平 島 上

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，２６７，０００千円

年 効 用 ② １３２，１５９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６０８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，１７３，６６８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．７１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３６，２２９
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、オクラ、大豆、き

ゅうり、キャベツ

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ９０，０００
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、オクラ、大豆、き

ゅうり、キャベツ

用排水施設等の新設、改修に伴う施維持管理費節減効果 △１１３
設の維持管理費の増

対象施設：揚水機場、用水路、排水

路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ５，１２４
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

国土調査が未実施の地域で区画整理地域の生活環境 地 籍 確 定 効 果 ９１９
により区画が整形化され、付随的にの保全・向上
地籍が明確となる効果の発現

計 １３２，１５９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 愛媛県 地区名 山 田

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，５３３，０００千円

年 効 用 ② ９６，３３３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，７４２，００７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３，３００
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、小麦、きゅ

うり、ケール

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ８２，７７７
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、小麦、きゅ

うり、ケール

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ２，２９２
施設の維持管理費の節減

対象施設：取水堰、用水路、排水

路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ７，９６４
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路の維持

計 ９６，３３３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福岡県 地区名 角田中部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７００，０００千円

年 効 用 ② ４１，０２３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２１，０９５千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７２０，７３１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物農作物の生産量 作物生産効果 ８，５８７
の面積拡大や反収の増加の増加
対象作物：水稲、小麦、レタス、大

豆

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ２５，８８７
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、小麦、レタス、大

豆

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ３６４
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ６，１７４
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

換地手法により公共用地等を円滑に地域の生活環境 非農用地等創設効果 １１
創設し、用地交渉期間の短縮及び経の保全・向上
費の節減

計 ４１，０２３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福岡県 地区名 沖田川流域

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ８３４，７５０千円

年 効 用 ② ５３，５３２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５７７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ９２７，７６４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物農作物の生産量 作物生産効果 １１，０４３
の面積拡大や反収の増加の増加
対象作物：水稲、二条大麦、大豆、

イチゴ、ブロッコリー

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ３１，１１９
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、二条大麦、大豆、

イチゴ、ブロッコリー

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 △４９６
施設の維持管理費の増

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 １１，８６６
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

計 ５３，５３２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福岡県 地区名 中元寺

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，２４９，５００千円

年 効 用 ② ６８，９７９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ー

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３８年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，２９４，１６５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物農作物の生産量 作物生産効果 ６，８２４
の面積拡大や反収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、小麦、人参

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ２８，７２４
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、小麦、人参

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 １３，６５８
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 １３，０３９
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

換地手法により公共用地等を円滑に地域の生活環境 非農用地等創設効果 １，５２２
創設し、用地交渉期間の短縮及び経の保全・向上
費の節減

発掘調査により文化的価値が明確に文化財発見効果 ４，４４７
なる

区画が整形化され、地籍が明確にな地籍確定効果 ７６５
る

計 ６８，９７９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福岡県 地区名 松田

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５８１，０００千円

年 効 用 ② ３５，００３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２５，８９７千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５９８，０４２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物農作物の生産量 作物生産効果 ９，３０６
の面積拡大や反収の増加の増加
対象作物：水稲、二条大麦、大豆、

ネギ、ナス

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 １７，９７５
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、二条大麦、大豆、

ネギ、ナス

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ７８１
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ６，９１３
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

換地手法により公共用地等を円滑に地域の生活環境 非農用地等創設効果 ２８
創設し、用地交渉期間の短縮及び経の保全・向上
費の節減

計 ３５，００３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福岡県 地区名 深野

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４５６，０００千円

年 効 用 ② ２７，９０９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２，２４０千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４８８，２５２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物農作物の生産量 作物生産効果 ５，４３８
の面積拡大や反収の増加の増加
対象作物：水稲、二条大麦、大豆、

レタス、イチゴ

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 １７，８１３
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、二条大麦、大豆、

レタス、イチゴ

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ４５３
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ４，２０５
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

計 ２７，９０９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 佐賀県 地区名 塩田東部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５２０，８００千円

年 効 用 ② ３２，３９９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２，８９５千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５９７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５３９，８０１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物農作物の生産量 作物生産効果 ２１，９５０
の面積拡大の増加
対象作物：イチゴ、アスパラ、大

豆、インゲン、キュウリ、小ネギ

農道の舗装により、生産物輸送の際品質向上効果 １，３４５
の損傷の軽減による品質の向上

対象作物：イチゴ、キュウリ、玉ネ

ギ

農道舗装の改良により、走行速度、営農経費の節減 営農に係る走行経費 ８８
車種転換等による走行経費の節減節減効果
対象作物：水稲、玉ネギ、イチゴ、

キュウリ、大豆、小麦

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ４，４２４
施設の維持管理費の節減

対象施設：用排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ４，５９２
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、道路の維持

計 ３２，３９９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 長崎県 地区名 古江

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７２０，０００千円

年 効 用 ② ５０，９４６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ー

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ９４５，１９５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物農作物の生産量 作物生産効果 １６，７８１
の面積拡大や反収の増加の増加
対象作物：水稲、イチゴ、レタス、

玉ネギ、スイートコン

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 １８，９８４
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、小麦、レタ

ス、

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 △３８３
施設の維持管理費の増

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ４，１８５
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

安全施設整備による安全性の向上地域の生活環境 安全性向上効果 ４９８
の保全・向上

発掘調査により文化的価値が明確に文化財発見効果 １０，８８１
なる

計 ５０，９４６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 長崎県 地区名 原田

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３９５，８５０千円

年 効 用 ② ３３，３８５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ７，２６０千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５６１，４７９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．４１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物農作物の生産量 作物生産効果 １３，５５３
の面積拡大や反収の増加の増加
対象作物：水稲、麦

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 １８，６０５
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、麦

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 △３９４
施設の維持管理費の増

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ８３７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

換地手法により公共用地等を円滑に地域の生活環境 非農用地等創設効果 ６９９
創設し、用地交渉期間の短縮及び経の保全・向上
費の節減

区画が整形化され、地籍が明確にな地籍確定効果 ８５
る

計 ３３，３８５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 熊本県 地区名 阿蘇二期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５３６，５５０千円

年 効 用 ② ３７，２１４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １０，７２４千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６０８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６０１，３４８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用水改良等による転作作物の農作物の生産量 作物生産効果 ７，４３３
面積拡大や反収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、イチゴ、ト

マト、花卉、牧草

農道舗装の改良により、走行速度、営農経費の節減 営農に係る走行経費 １，２５３
車種転換等による走行経費の節減節減効果
対象作物：水稲、大豆、イチゴ、ト

マト、花卉、牧草

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 １，１２４
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、取水堰、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ２７，４０４
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、取水堰、道路の維持

計 ３７，２１４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 大分県 地区名 城原北部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７２４，５００千円

年 効 用 ② ４０，２５９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ー

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７４６，９２０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物農作物の生産量 作物生産効果 １０，２２９
の面積拡大や反収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、キュウリ、

ピーマン、タバコ、牧草、白ねぎ

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ２５，３１１
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、キュウリ、

ピーマン、牧草、白ねぎ

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 １，４９２
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ２，９３４
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

区画が整形化され、地籍が明確にな地域の生活環境 地籍確定効果 ２９３
るの保全・向上

計 ４０，２５９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 宮崎県 地区名 跡江

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３，５８４，０００千円

年 効 用 ② １９４，６０８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ー

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５０７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３，８３８，４２２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物農作物の生産量 作物生産効果 ４５，８２０
の面積拡大や反収の増加の増加
対象作物：水稲、大根、キュウリ、
甘藷、牧草

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 １０５，４９７
縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、大根、キュウリ、
甘藷、牧草

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ３，８２９
施設の維持管理費の節減
対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ３２，０９８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

換地手法により公共用地等を円滑に地域の生活環境 非農用地等創設効果 ７７８
創設し、用地交渉期間の短縮及び経の保全・向上
費の節減

発掘調査により文化的価値が明確に文化財発見効果 ３，５２５
なる

一般道路の付替と復旧伴う更新や維公共施設保全効果 ２，２５２
持管理費の節減

区画が整形化され、地籍が明確にな地籍確定効果 ８０９
る

計 １９４，６０８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 宮崎県 地区名 天神川

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，０６２，０００千円

年 効 用 ② １３５，９２２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ー

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，５７４，２８０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物農作物の生産量 作物生産効果 ５，３５９
の面積拡大や反収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、大根、ピー

マン、キュウリ、トマト、牧草

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ９９，８１９
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、大根、ピー

マン、キュウリ、トマト、牧草

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ４，６２７
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ２１，７８８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

換地手法により公共用地等を円滑に地域の生活環境 非農用地等創設効果 ２，４９３
創設し、用地交渉期間の短縮及び経の保全・向上
費の節減

発掘調査により文化的価値が明確に文化財発見効果 １，８３６
なる

計 １３５，９２２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 川路

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７１４，０００千円

年 効 用 ② ３８，５７４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ー

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４９９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７７３，０２６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物農作物の生産量 作物生産効果 ５，４２８
の面積拡大や反収の増加の増加
対象作物：水稲、サトイモ、甘藷、

タバコ、牧草

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ２２，１８７
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、サトイモ、甘藷、

タバコ、牧草

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ２，１６２
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ８，７９７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

計 ３８，５７４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 第二新富

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，９０４，７００千円

年 効 用 ② １１６，３７７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １８，８４０千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，９６３，７３２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物農作物の生産量 作物生産効果 ２１，３７３
の面積拡大や反収の増加の増加
対象作物：水稲、キュウリ、大豆、

タバコ、そば、牧草

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ７９，６９７
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、牧草

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ６，８３８
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ８，３０６
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

発掘調査により文化的価値が明確に地域の生活環境 文化財発見効果 １６３
なるの保全・向上

計 １１６，３７７




